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随意契約見直し計画 
 

平成１９年１２月 
独立行政法人医薬品医療機器総合機構 

 
 
 
１．随意契約の見直し計画 
（１）平成１８年度において、締結した随意契約について点検・見直

しを行い、以下のとおり、随意契約によることが真にやむを得ない

ものを除き、平成２０年度以降、順次一般競争入札等に移行するこ

ととした。 
 
【全体】 

平成１８年度実績 見直し後 
  

件数 金額（百万円） 件数 金額（百万円） 

 （ 25.0％） （ 25.4％）事務・事業を取り止めたもの 

（１８年度限りのものを含む。） ２６ ５９２

（ 51.9％） （ 23.5％）
競争入札 

５４ ５４７

（ 1.9％） （  1.4％）

一
般
競
争
入
札
等 

企画競争 
（ 14.4％）

      １５ 

（ 20.7％）

       ４８２ ２ ３３

（ 85.6％） （ 79．3％） （ 21.2％） （ 49.6％）
随意契約 

    ８９ １，８４４ ２２ １，１５４

（ 100％） （ 100％） （100％） （100％）
合   計 

    １０４       ２，３２６ １０４       ２，３２６ 

（注１）見直し後の随意契約は、真にやむを得ないもの 

（注２）金額は、それぞれ四捨五入しているため合計が一致しない場合がある 
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【同一所管法人等】 
平成１８年度実績 見直し後 

  
件数 金額（百万円） 件数 金額（百万円） 

（  ％） （  ％）事務・事業を取り止めたもの 

（１８年度限りのものを含む。）  

（ 66.7％） （ 96.9％）
競争入札 

２ ７９

（  ％） （  ％）

一
般
競
争
入
札
等 

企画競争 
（  ％）

 

（  ％）

 

（ 100％） （ 100％） （ 33.3％） （ 3.1％）
随意契約 

３ ８１ １ ３

（ 100％） （ 100％） （ 100％） （ 100％）
合   計 

      ３           ８１  ３           ８１

（注１）見直し後の随意契約は、真にやむを得ないもの 

（注２）金額は、それぞれ四捨五入しているため合計が一致しない場合がある 

 

【同一所管法人等以外の者】 
平成１８年度実績 見直し後 

  
件数 金額（百万円） 件数 金額（百万円） 

（ 25.7％） （ 26.4％）事務・事業を取り止めたもの 

（１８年度限りのものを含む。） ２６ ５９２

（ 51.5％） （ 20.9％）
競争入札 

５２ ４６８

（  2.0％） （  1.5％）

一
般
競
争
入
札
等 

企画競争 
（ 14.9％）

     １５

（ 21.5％）

４８２ ２ ３３

（ 85.1％） （ 78.5％） （ 20.8％） （  51.3％）
随意契約 

８６ １，７６３ ２１ １，１５２

（ 100％） （ 100％） （ 100％） （ 100％）
合   計 

    １０１      ２，２４５     １０１      ２，２４５ 

（注１）見直し後の随意契約は、真にやむを得ないもの 

（注２）金額は、それぞれ四捨五入しているため合計が一致しない場合がある 
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（２）随意契約によることができる場合を定める基準について、国と

同基準としている。 
 
（３）随意契約の公表の基準について、国と同基準としている。 
 
２．随意契約見直し計画の達成へ向けた具体的取り組み及び移行時期 

随意契約によることが真にやむ得ないもの以外、以下の措置を講じ、

平成２０年度以降、順次一般競争入札等に移行。 
 
（１）総合評価方式の導入拡大 
  情報システム、調査研究、広報業務等について、総合評価方式に

よる一般競争入札の促進を図るため、過去に実施した総合評価方式

による入札を参考に標準業務手順書を作成し、導入拡大に努める。 
 
（２）複数年度契約の拡大 
  システム関連等の複数年度にわたる契約については、従来、自動 

更新特約により、毎年度随意契約を締結していたが、今後は、複数 
年度契約を踏まえた一般競争入札を拡大していく。 

ただし、中期目標期間をまたぐ複数年度契約は、公共料金等やむ 
を得ないものを除いてできないため、第２期中期目標が開始する平

成２１年度以降に行う。 
 
（３）入札手続きの効率化 
  一般競争入札の拡大に伴う業務量の増加を勘案し、引き続き入札 

公告のＨＰへの掲載等、効率的な業務を行っていく。 
 
（４）業務・システム最適化計画に基づく取り組み 

平成１９年度に業務・システム最適化計画を策定し、それを踏ま 
え、従来随意契約にて実施してきた既存システムの改修、機能追加

等についても随意契約から一般競争入札への移行を促進することと

する。 
 


